
１ はじめに

良質な土木コンクリート構造物を築造するため

にはさまざまな対応が必要になります。さらに，

骨材の悪化，廃棄物のセメントへの受け入れ，コ

ンクリートの再利用などの社会の状況変化や要請

などに適切に対応していくことなどが必要になっ

ています。特に最近は，初期強度だけでなく，耐

久性の確保を図ることが命題となっています。こ

れらについて，代表的な取り組み状況と，今回実

施するフォローアップ調

査の概要を紹介します。

数年前になりますが，

コンクリートの剥落，ア

ルカリ骨材問題などの信

頼性を損なうような事例

が発生し，建設省，運輸

省，農林水産省の３省で，

コンクリートの信頼性確

保，よりよい社会資本を

提供するために「コンク

リート構造物耐久性検討

委員会（平成１１年度）」

を設置して検討を行いま

した（図―１）。

コンクリート構造物耐久性検討委員会の検討で

は，設計から施工・維持管理に渡る提言を行って

います。実態調査では，全国のコンクリート構造

物２，６４５件を調査し，追跡調査が必要なものは５

％（N＝１３７）ありましたが，劣化原因は経年要

素が大きいこと，年代が新しくなるほど問題事例

が減少していることが分かりました（図―２）。

この調査のアルカリ骨材反応問題に関しては，

昭和６１年のアルカリ骨材反応抑制対策以降のアル

カリ骨材の影響構造物は「０」でした（図―

２）。なお，追跡調査が必要な構造物は劣化事例
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コンクリート構造物耐久性検討委員会
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・土木と建築コンクリート構造物の共同課題の検討
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図―１ 土木コンクリート構造物耐久性検討委員会
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図―２　劣化要因と竣工年代の関係�
　　　（トンネル以外の構造物）�
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集を整備し，一斉点検，日常パトロールを実施す

ることとしています。

アルカリ骨材反応
抑制対策

国土交通省の最初のアルカリ骨

材反応抑制対策は，昭和６１年度に

暫定対策として四つの対策を位置

付けました。その後，対策の有効

性を確認して，同様の対策を平成

元年に本対策としました。さら

に，平成１４年にはセメントに含ま

れるアルカリ量の低下に伴って実

施対策を三つにするとともに，土

木構造物については，対策の確実

性，資源の有効利用などの観点か

ら，	アルカリ総量の抑制，
抑

制効果のあるセメントの利用を優

先対策としました（図―３）。

平成１３年度に，福島県で浜岡原

発と同様に骨材の差し替え問題が

発生しました。この時の対応で

は，アルカリ総量を算定して影響

のないことを確認しました。平成

１４年度の対策は，こういった点に

も考慮したものとなっています

（図―４）。

なお，このことから，生コンク

リート工場において発注者が抜き

取り検査を実施することとしたところですが，そ

の結果，地域で種々の骨材が混在していることが

多いこと分かりました（図―５）。

劣化度判定基準（トンネル以外の構造物）

劣化度 一般的状況

� 劣化が著しく，補修・補強を行う必要がある。劣化のため
構造物の耐力や使用性が低下していることが明白なもの。

�

劣化が著しく，詳細調査を行い，補修するかどうか検討す
る必要がある。劣化のため構造物の使用性に悪影響がでて
いるおそれがあるもの。あるいは，放置するとさらに劣化
が進行することが十分に予想されるもの。

�
劣化が認められ，追跡調査を行う必要がある。現時点では
即座に構造物の使用性に影響を与えないが，将来的には劣
化が進行することも予想されるもの。

�
劣化の兆候が認められる。軽微なひび割れや錆汁等が認め
られ，条件によっては劣化が進行することも予想されるも
の。

� 劣化の兆候が認められず，健全な構造物。

アルカリ骨材暫定対策について（建設省技調発第２８７号，S６１．６．２）
〈土木・建築〉
� 安全と認められる骨材の使用
� 低アルカリ形のセメント使用
� 抑制効果のあるセメント使用
� アルカリ総量の抑制（Na2O，３kg／m３以下）
＊どれか，一つを実施

アルカリ骨材反応抑制対策について（建設省技調発第３７０号，H元．７．１７）
〈土木・建築〉
� 安全と認められる骨材の使用
� 低アルカリ形のセメント使用
� 抑制効果のあるセメント使用（高炉，フライアッシュ等）
� アルカリ総量の抑制（Na2O，３kg／m３以下）
＊どれか，一つを実施

アルカリ骨材反応抑制対策について（国官技第１１２号，国港環第３５号，国空建第７８号，H１４．７．３１）
〈土木・建築〉
� アルカリ総量の抑制（Na2O，３kg／m３以下）
� 抑制効果のあるセメント使用（高炉，フライアッシュ等）
� 安全と認められる骨材の使用
＊土木は，�or�を優先，建築は，どれか一つ

図―３ アルカリ骨材対策の経緯

・安全と認められる骨材の使用については，福島県が実施している平成１２
年度分の調査において「無害でない」に該当する骨材があることが判明
したことが報道された。
・同様の問題が岡山県内でも発生。

国土交通省が全国骨材抜き取り試験の実施
↓

全体の骨材サンプルのうち約１０％は適切に試験が
実施されていないことが判明。

発注者による骨材の抜き取り試験の実施
生コンクリート工場等を対象に３～５年で一巡させる。

図―４ 骨材の抜き取り試験の実施
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図―５　アルカリ骨材反応に関する骨材の全国実態調査（県別構成比：平成13～15年度）�
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B骨材�

３

骨材の抜き取り調査内容は次のとおりです。

骨材の抜き取り検査は，平成１３～１５年度に，

１，９３４プラントで実施し，概ねの調査を完了し，

次の点が分かりました。

	 「無害A」「無害でないB」の骨材は混在

し，確実性の点から骨材によらない平成１４年度

のアルカリ骨材反応抑制対策が有効


 骨材資源の有効利用の観点から，平成１４年度

のアルカリ骨材反応抑制対策が有効

初期強度と耐久性の確認

国土交通省では，耐久性を向上させる観点か

ら，「土木コンクリート構造の品質確保について

（平成１３年３月）」を発出しています。その中で，

	コンクリートの設計において水セメント比を鉄

筋５５％以下，無筋６０％以下とする。
必要に応じ

て高性能減水剤を使用する。�施工時に，鉄筋か

ぶり確保のためのスペーサーを側面２個／m2，底

面４個／m2使用する。�重要な構造物においてテ

ストハンマーによる強度推定調査を実施する。


維持管理等の基礎資料とするためにひび割れ調査

を実施することとしたところです（図―６）。

この度，その実施事項のうち，テストハンマー

調査とひび割れ調査についてフォローアップ調査

を実施することとしました。この調査により，両

調査の有効性とセメントの適正配合について確認

するものと考えています（図―１０）。

また，コンクリート構造物の施工性向上を図る

こととし，発注者が工事目的物の品質確認するた

めに非破壊検査の導入を検討しています。国土交

通省における最初の非破壊検査は，平成１５年度に

アンカーボルトで導入したものが最初ですが，コ

ンクリート構造物は使用期間が長期に渡ること，

施工時の施工性が重要であることから，請負業者

における品質管理と発注者の監督・検査において

実施するもので，平成１７年度に橋梁構造物で試行

実施することとしています。考え方として，監督・

検査の実施場所を任意とすることにより請負業者

がコンクリート構造物全体の施工性を向上させる

ことを期待するものです。詳細が決まり機会があ

れば，また，報告したいと思います。

都道府県別，A骨材とB骨材の都道府県別シェア図
（調査内容）
コンクリート構造物の品質確保のため，任意に選定

した生コンクリート工場において，発注者による抜き
取り試験を実施。
調査機関は，平成１３～１５年度の３カ年で実施。
A骨材，B骨材の収集データを基に，全国都道府県

別A・B骨材シェア図を作成したものである。
A骨材とは，アルカリシリカ反応性試験の結果が無

害と判定されたもので，それ以外またはこの試験を行
っていないものをB骨材と区分する（JIS A５３０８附
属書１（規定）レディーミクストコンクリート用骨材
より）
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図―10　今回のフォローアップ調査�
　　　　（テストハンマー，ひび割れ調査）�

「土木コンクリート構造物の品質確保について（平成13年３月29日）」�

フォローアップ調査�
（調査対象：平成13～平成15年度に竣工した構造物）�

【検討】�
・今後の検査・監督体制を改善�
・適切な温度ひび割れ対策の確立�

【着目点】�
①　テストハンマーによる強度推定調査�
　・現場での簡易で迅速な確認�
　・推定強度と呼び強度の関係�

②　ひび割れ発生状況�
　・温度ひび割れを意識すべき条件�
　・目地間隔の目安�
　・セメント量とひび割れの関係�

実施対策�

単位水量測定�

マル適工場�

測定要領�

品質管理基準�

高性能AE減水剤�

水分量管理�

不適合解消�

工場品質の確保�

正確な配合設計�

スランプ管理�

100m3/日以上�

図―11　「レディーミクストコンクリートの品質確保に�
　　　　ついて（平成15年10月）」の内容�

ひび割れ調査票

ひび割れ 有，無 本数：１～２本，３～５本，多数

ひび割れ総延長 約 m

最大ひび割れ幅（○で囲む）
０．２mm以下，０．３mm以下
０．４mm以下，０．５mm以下
０．６mm以下，０．８mm以下

mm

発生時期（○で囲む）
数時間～１日，数日，数十日以上，不明

規則性：有，無

形態：網状，表層，貫通，表層 or 貫通

方向：主鉄筋方向，直角方向，両方向，
鉄筋とは無関係

・工事完成後の維持管理にあたっての基礎資料とする。
・ひび割れ発生状況の調査を実施する。
・調査結果を完成検査時に提出する。

図―９ ひび割れ発生状況調査
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図―13　今回のフォローアップ調査�
　　　（単位水量）�

「レディーミクストコンクリートの品質確保について�
（平成15年10月２日）」�

【着目点】�
①測定機器の種類�
②単位水量の配合値�
③季節的な時期変化�
④通達実施初期からの時間的変化�
⑤地域性�

フォローアップ調査�
（調査対象：平成13～平成15年度に竣工した構造物）�

【検討】�
・品質管理の向上検討�

測定結果の判定�
２回の測定値のうち，�
絶対値の小さいほうの�

値で判定�

４ ５単位水量の確認

平成１３年度対策の水セメント比に加えて，現場

納入時の生コンの単位水量を確認することとし

て，「レディーミクストコンクリートの品質確保

について（平成１５年１０月）」を実施することとし

ました（図―１１）。単位水量の確認は，当初，確

立された手法がなく種々の反響を呼びましたが，

多くの効果を生んでいると聞いています。

例えば，国土交通省の規定は中央値からのプラ

スマイナス値を規定値としており（図―１２），現

場に搬入される生コンと生コン工場の配合とを一

致させることや，その管理水準を向上させること

が必要になり，水セメント比だけでなく水を定義

することによるバランスある配合により耐久性を

向上させることにつながるなども効果が出ている

とされており，今後，何度か実態調査を実施し，

継続的に改善状況を把握することと考えています

（図―１３）。

さいごに

国土交通省では，コンクリートの剥落の問題な

どが起こった時に，コンクリート構造物の建設シ

ステム全般について課題検討し，その後，品質確

保についての取り組みを行ってきました。最近で

は，加水問題，アルカリ骨材問題等の信頼性を損

なう事例が発生し，これらの問題に対しても対策

を講じてきたところです。このように，問題に対

して適切・迅速に対応することが重要と考えま

す。

骨材の抜き取り検査では，骨材の有効利用が重

要であることと平成１４年度のアルカリ骨材反応抑

制対策の有効性が確認されました。同様に，テス

トハンマー調査やひび割れ調査，単位水量調査に

ついてもフォローアップ調査を行い，調査結果を

分析して改善につなげていきたいと考えており，

今後とも，よりよい品質のコンクリート構造物築

造のために現況調査，改善案の策定，実施，分析・

評価，対策実施のサイクルを回していくものと考

えています。
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